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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (千円) 5,209,9134,379,940 ― ― ―

経常利益
又は経常損失（△）

(千円) 65,353 △159,459 ― ― ―

当期純損失 (千円) 49,068 302,361 ― ― ―

包括利益 (千円) ― ― ― ― ―

純資産額 (千円) 1,290,884 988,071 ― ― ―

総資産額 (千円) 2,490,8661,388,065 ― ― ―

１株当たり純資産額 (円) 45,208.5534,603.61 ― ― ―

１株当たり当期純損失金額 (円) 1,717.91 10,589.11 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.8 71.2 ― ― ―

自己資本利益率 (％) △3.7 △26.5 ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △49,526 △66,370 ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △31,004 197,129 ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 256,964 △540,000 ― ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 890,162 480,922 ― ― ―

従業員数
 (外、平均臨時雇用者数)

(名)
412
(15)

188
(15)

― ― ―

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  従業員数欄の(  )内は外数であり、臨時従業員の平均雇用数を示しております。

３  第26期及び第27期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

４  第26期及び第27期については、１株当たり当期純損失であり、かつ潜在株式が存在しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額については、記載しておりません。

５  連結子会社であった株式会社トランスコスモス・テクノロジーズは、平成21年12月28日に当社が保有して

いた全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。従いまして、連結会計上の当社への影響は

同社の第27期連結会計年度末までの損益のみとなります。

６  第28期以降は、連結財務諸表を作成していないため、「主要な経営指標等の推移」の「連結経営指標等」は

記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

売上高 (千円) 2,644,6712,133,0702,419,7622,103,7192,112,458

経常利益
又は経常損失（△）

(千円) △127,603 △239,738 80,136 35,369 68,019

当期純利益
又は当期純損失（△）

(千円) △157,260 △93,468 66,439 28,376 64,054

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,205,4911,205,491 600,000 600,000 600,000

発行済株式総数 (株) 28,584 28,584 28,584 28,584 28,584

純資産額 (千円) 1,081,991 988,071 1,054,7661,083,4481,147,780

総資産額 (千円) 1,988,1801,388,0651,477,7511,417,2041,516,771

１株当たり純資産額 (円) 37,892.8334,603.6136,939.3737,943.8540,196.85

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額（△）

(円) △5,505.73△3,273.39 2,326.81 993.78 2,243.27

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.4 71.2 71.4 76.4 75.7

自己資本利益率 (％) △13.5 △9.0 6.5 2.7 5.7

株価収益率 (倍) ― ― 18.8 38.44 19.79

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 283,053 △53,750 55,630

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △13,327 △9,399 △19,212

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) ― ― 750,648 687,498 723,915

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
195
(15)

188
(15)

183
(10)

166
(9)

154
(9)

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  従業員数欄の(  )内は外数であり、臨時従業員の平均雇用数を示しております。

３  持分法を適用した場合の投資利益については、第26期及び第27期は連結財務諸表を作成しているため、また

第28期以降は関連会社がないため、記載しておりません。

４  第26期及び第27期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

５  第28期以降は、潜在株式が存在しないため、また第26期及び第27期は、１株当たり当期純損失であり、かつ潜

在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、記載しておりません。

６  第28期以降は、連結財務諸表を作成していないため、キャッシュ・フロー計算書を作成しております。
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２ 【沿革】

昭和59年６月大阪市北区に、エンジニアリングソリューション業務を主目的に応用技術株式会社を

資本金2,000万円で設立。

平成元年４月 東京営業所設立準備事務所開設。

平成元年９月 応用技術本社ビル完成。

平成３年３月 「システムインテグレータ企業」として通商産業省(現経済産業省)に認定される。

平成４年４月 紅梅町技術センター完成。

平成４年10月東京営業所(現東京オフィス)を東京都中央区に設置。

平成７年12月天六技術センターを設置。

平成８年11月大阪市北区に、システム構築支援、保守業務を主目的にオージーアイテクノサービス

株式会社を資本金2,000万円で設立。

平成９年10月福岡営業所を福岡市博多区に設置。

平成12年５月建設コンサルタント登録規定による建設コンサルタント登録を建設大臣(現国土交通

大臣)より受ける。

平成12年12月海外生産拠点の確保を目的に、中国北京市に現地法人「北京阿普特応用技術有限公

司」を資本金15万米ドルで設立。

平成13年２月計量法に基づき大阪府知事より計量証明事業登録を受ける。

平成14年４月日本証券業協会(現大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場(スタンダード))に株式を店頭

登録。

平成16年２月トランス・コスモス株式会社に第三者割当増資を実施。

平成16年４月東京支社を東京都中央区から東京都渋谷区に移転。

平成16年６月オージーアイテクノサービス株式会社を吸収合併。

平成17年１月株式会社マックインターフェイスと合併。

平成17年３月福岡営業所を閉鎖。

平成17年10月北京阿普特応用技術有限公司を閉鎖。

平成18年７月本店を大阪市北区から東京都渋谷区に移転。

平成19年１月会社分割により株式会社トランスコスモス・テクノロジーズを設立(連結子会社)。

平成19年１月本店を東京都渋谷区から大阪市北区に移転。

平成21年12月株式会社トランスコスモス・テクノロジーズを売却。
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３ 【事業の内容】

当社は、ソリューションサービス及びエンジニアリングサービス事業を行っております。

当社の事業における位置付け及びセグメントとの関係は次のとおりであります。なお、セグメントと同一

の区分であります。

　
[Ⅰ]ソリューションサービス事業

ソリューションサービス事業は、ＣＡＤ（※１）、ＧＩＳ（※２）、ＰＤＭ（※３）など、自社開発又

は他社販売のパッケージなどをカスタマイズし、顧客の問題解決に最適なシステムを構築し、提供して

おります。

[Ⅱ]エンジニアリングサービス事業

エンジニアリングサービス事業は、データ解析・数値シミュレーション技術をベースに、主に環境分

野を対象にした計算や解析サービスを提供しております。

　

事業系統図

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　

※１  ＣＡＤ  ［computer-aided design］

コンピュータを利用して機械・電気製品等の設計を行うこと。コンピュータとの会話形式で設計を行う。

※２  ＧＩＳ  ［geographic information system］

地理的なさまざまな情報に関連付け等の処理を行い、データ化された地図上に視覚的に表示するシステム。災害時

に発生場所、影響範囲、避難場所情報等を統合的に表示するものやエリアマーケティング、出店計画等にも利用さ

れている。地理情報システム。

※３  ＰＤＭ  ［product data management］

工業製品の開発工程において、設計・開発に関わるすべての情報を一元化して管理し、工程の効率化や期間の短縮

をはかる情報システム。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合

又は被所有割合
(％)

関係内容

（親会社） 　 　 　 　 　

トランス・コスモス
株式会社
(注)

東京都渋谷区 29,065
百万円

情報サービス
事業

（被所有）
60.21

業務提携契約に基づき、技
術支援及びシステム開発を
請負っております。

(注)  トランス・コスモス株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。

　
５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成24年12月31日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

154 (9)名 39歳 10ヶ月 11年  0ヶ月 5,770千円

　

セグメントの名称 従業員数

ソリューションサービス事業 77 (2)名

エンジニアリングサービス事業 60 (3)名

全社(共通) 17 (4)名

合計 154 (9)名

(注) １  従業員数は、当社への出向者を含む就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人数を(  )外数で記載し

ております。

２  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３  全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　
(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度（平成24年１月１日から平成24年12月31日まで）における我が国経済は、復興需要による

公共投資の増加などもあり、生産・雇用情勢・個人消費が堅調に推移したものの、長引く欧州債務問題に

よるアジア経済の減速に加え、中国や韓国との領有権問題に端を発する輸出の減速ならびに工場の稼働

率低下の影響により、先行き不透明な状況が続いております。

このような経済環境の中、当社の主要なマーケットであります製造業の分野では、住宅メーカー、住宅

設備メーカー、新エネルギー関連企業のＩＴ投資が活況でありました。一方、公共事業の分野では、防災・

減災関連やインフラ維持管理テーマへの予算配分が増えつつあります。

しかしながら、両分野共に技術革新のスピードに加え、顧客からの納期・価格面での要望が強く、依然

として厳しい経営環境下にあります。

当事業年度のソリューションサービス事業は、一部の大型案件の受注遅延による稼働率の低下も見受

けられましたが、好調な引き合いを背景に底堅く推移いたしました。また、エンジニアリングサービス事

業も効率的な生産体制の構築によるコスト削減と、防災・減災関連業務が堅調に推移いたしました。

これらの結果、当事業年度の売上高は2,112,458千円（前年同期比0.4％増）、営業利益は60,888千円

（前年同期比99.1％増）、経常利益は68,019千円（前年同期比92.3％増）、当期純利益は64,054千円（前

年同期比125.7％増）となりました。

　

セグメントごとの概況は次のとおりであります。

・ソリューションサービス事業

製造業向けソリューションサービスについては、業務の効率化を支援する自社ソリューションを中心

に展開しております。当事業年度の中頃には景気先行きの不透明感からＩＴ投資へ慎重な顧客動向の影

響を受け、受注決定までに時間を要する傾向も見られましたが、当事業年度末にかけては受注状況が好転

しております。

住宅向け太陽光パネル見積・積算システムの受注は順調に拡大しており、メガソーラー用システムへ

の展開も実施しております。また、当事業年度より販売を開始したアフターサービス向けＣＲＭ[※１]

（製品名：ＦｉｅｌｄＰｌａｎｎｅｒ）はアフターサービス充実の流れもあり、着実に立ち上がってお

ります。

今後は、新たなソリューションであるＷｅｂＣＡＤによる営業支援システム及びＰＬＭ[※２]（製品

名：ＡｒａｓＩｎｎｏｖａｔｏｒ）の早期案件獲得に注力し、更なる事業拡大を目指してまいります。

また、新たな試みとしてデータマイニング技術を利用した新規分野（ネットパトロール業務の省力化

等）への事業展開の検討を開始しております。

これらの結果、当事業年度の売上高は1,203,747千円（前年同期比12.6％増）、オンサイト型業務の受

注方針の変更や大型案件の受注遅れに伴い稼働率が低下したこと及び今後の受注の増加に対応するため

採用関係経費を中心に販売費及び一般管理費が増加したことにより、営業利益は171,035千円（前年同期

比15.2％減）となりました。
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・エンジニアリングサービス事業

東日本大震災や台風災害の復旧・復興需要に関連する地盤・構造解析及び津波解析業務や、エネル

ギー関連施設等の民間向け環境アセスメント業務の受注が順調に推移しました。また、市場の拡大が見込

まれるインフラアセットマネジメント事業では、下水道施設等のアセットツール開発や施設長寿命化策

定コンサルタント業務が着実に伸張しました。

今後は、防災・環境・アセットマネジメント事業に加え、３次元データによる設計・施工・維持管理の

要請が高まっている土木インフラ分野において、ＣＩＭ[※３]コンサルタント事業として、システム導入

支援、３次元モデリング、データコンテンツ販売を展開してまいります。

これらの結果、当事業年度の売上高は908,711千円（前年同期比12.1％減）、生産体制の見直しと不採

算案件の減少により売上原価が減少したこと及び営業組織の変更や管理コスト削減を実施したため販売

費及び一般管理費が減少したことにより、営業利益は124,853千円（前年同期比90.8％増）となりまし

た。

　

※１：ＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント）

情報システムを応用して企業が顧客と長期的な関係を築く手法のこと。詳細な顧客データベースを

元に商品の売買から保守サービス、問い合わせやクレームへの対応など、個々の顧客とのすべてのやり

取りを一貫して管理することにより実現する。

※２：ＰＬＭ（プロダクト・ライフサイクル・マネジメント）

製造業において、製品開発期間の短縮、生産工程の効率化、及び顧客の求める製品の適時市場投入が

行えるように、企画・開発から設計、製造・生産、出荷後のサポートやメンテナンス、生産・販売の打ち

切りまで、製品にかかわるすべての過程を包括的に管理すること。

※３：ＣＩＭ（コンストラクション・インフォメーション・モデリング）

建設生産システムの基軸を従来の２次元モデルから３次元モデルへ拡張し、データをコンピュータ

上に構築・共有しながら統合的に調査、計画、設計、解析、施工、維持管理にいたる一連のワークフロー

を効率化するシステム。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ36,417千

円増加し、723,915千円となりました。

　

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、55,630千円（前事業年度は53,750千円の支出）となりました。これ

は主に、売上債権の増加88,595千円により資金が減少したものの、税引前当期純利益67,745千円の計上

及びたな卸資産の減少25,935千円並びに仕入債務の増加36,350千円等により資金が増加したためであ

ります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、19,212千円（前事業年度は9,399千円の支出）となりました。これ

は主に、情報化等投資を行ったためであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローはありません。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当事業年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

ソリューションサービス事業 727,992 107.4

エンジニアリングサービス事業 597,249 86.2

合計 1,325,241 96.7

(注) １  金額は、製造原価によっております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当事業年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同期比
(％)

受注残高(千円)
前年同期比
(％)

ソリューションサービス事業 1,240,528 108.5 509,433 107.8

エンジニアリングサービス事業 1,042,352 110.8 695,975 123.8

合計 2,282,881 109.5 1,205,408 116.5

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％)

ソリューションサービス事業 1,203,747 112.6

エンジニアリングサービス事業 908,711 87.9

合計 2,112,458 100.4

(注)  金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

現在、当社では、具体的に以下の項目が対処すべき課題であると考えております。

　

(1) マーケット環境変化への対応

当社の主要顧客である製造業のグローバル化及びグループ経営戦略の変化に対応して、顧客を起点

に当社独自のソリューションの提供を目指します。また、長期的に縮小傾向にある公共マーケットの中

でも有望なテーマを開拓しつつ、既存のソリューションを民間に展開できるように常にマーケット重

視の営業活動を進めてまいります。

　

(2) プロジェクト管理を主体としたマネジメントの効率化

当社の基本的なビジネスモデルは、自社ソリューションやノウハウをベースとした受託開発、受託解

析であり、見積りから検収までの個別プロジェクト管理を徹底することで収益力の向上を図ってまい

ります。

　

(3) 人材の確保と育成

事業推進において最も重要な事項は人材の確保・育成であると考えております。時間をかけて人材

を育成し、当社ビジネスの推進に必要な人材を育成してまいります。また、風通しの良い企業風土を保

ち、適正な人事評価を実施することで、自律性とチャレンジ精神に溢れた人材の育成に取り組んでまい

ります。

　

４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、株価及び財務状況等、事業展開上のリスク要因となる可能性のある事項は、外部要因

を含めて以下のようなものであります。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生

防止と発生した場合の対応に努力いたします。

　
(1) 当社の事業内容について

当社が事業を展開しているコンピュータ関連市場においては、技術革新の進歩が早く、業界標準及び

利用者のニーズは急速に変化し、新製品、新技術が相次いで登場しております。

当社は、特定の事業分野に依存しないよう、ＣＡＤ関連分野、ＧＩＳ関連分野等のソリューション

サービスと環境分野を主に対象とするエンジニアリングサービスといった幅広い分野において事業を

行っております。このように、当社株式に関する投資判断は当社の事業内容が多岐にわたるため、慎重

に検討の上、行われる必要があると考えられます。

また、当社は技術革新に対応するために、適時、市場の動向をキャッチしうるよう情報の入手体制を

強化するとともに、外部との技術提携を積極的に検討していく予定であります。

しかしながら、新技術への対応が遅れた場合には、当社の提供する製品、サービスが陳腐化し、業界内

での競争力の低下を招くおそれがあり、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。
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(2) 不採算プロジェクトの発生について

当社の主力事業であるソリューションサービスにおいて、開発システムの大規模化に伴い、過去にプ

ロセス管理、品質管理上の問題により不採算プロジェクトが発生しております。このため、引合い・見

積り・受注段階からのプロジェクト管理の徹底、プロジェクトマネジメント力の強化など、不採算プロ

ジェクトの発生防止に全社を挙げて取り組んでおります。

しかしながら、納期遅れ、システム納入後において障害が発生した場合、顧客に対し責任を負う可能

性があり、こうした問題発生の可能性を完全に消滅させることは難しいことから、不採算プロジェクト

の発生が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 人材の確保と育成について

当社の主な事業内容は、ソリューションサービス、エンジニアリングサービスであります。そのため、

これらの業務に関する専門の知識・技術を持つ人員、特にシステム構築を行う際の中堅技術者の確保、

育成が必要であると考えております。

当社は、これらの人材の確保に努めておりますが、これらの知識、技術等を持つ人材に対する需要は

高く、人材確保のために、当社が想定している以上のコストがかかる可能性があり、このような場合に

は、当社の事業展開と業績に影響を与えます。

また、これらの人材の外部からの確保と併せて社内でも育成すべく社内研修の実施等を行っており

ますが、当社の想定通り人材育成ができる保証はなく、その場合には、人材を確保できなかった場合と

同様に、当社の事業展開に影響を与えます。

　

(4) 特許権等について

当社は、システムを構築する上で導入しているソフトウェア等について、第三者の知的財産権の侵害

がないよう調査を行っております。しかし、情報技術に関する知的財産権の問題は比較的歴史が浅いた

め、当社が認識しているリスクがすべてである保証はなく、将来において、現在当社が想定していない

侵害その他の事態が発生する可能性があります。

今後、当社の事業に関連した特許その他の知的財産権が第三者に成立した場合、または、当社の認識

していない当社の事業に関連した特許その他の知的財産権が存在した場合においては、第三者による

特許その他の知的財産権を侵害したとの主張に基づく訴訟が提起される可能性があります。これが提

起された場合には、その準備・防衛のために多大な時間や費用等の経営資源を訴訟に費やさなければ

ならず、敗訴した場合には、多額の損害賠償債務を負い、第三者からの実施許諾等による使用料支払義

務等が発生し、または特定商品・サービスの取扱が継続できなくなる等の可能性があります。

また、訴訟の提起には至らなくとも、特許その他の知的財産権に係わる紛争が生じた場合において

も、同様に当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

(資産の部)

当事業年度末の総資産は、1,516,771千円となり前事業年度末と比較し99,566千円増加しました。こ

れは主に、たな卸資産25,935千円及び受取手形8,245千円が減少したものの、現金及び預金36,417千円

及び売掛金96,841千円がそれぞれ増加したためであります。

　

(負債の部)

当事業年度末の負債は、368,990千円となり前事業年度末と比較し35,234千円増加しました。これは

主に、買掛金36,350千円が増加したためであります。

　

(純資産の部)

当事業年度末の純資産は、当期純利益を64,054千円計上したことにより、前事業年度末から64,332千

円増加し、1,147,780千円となりました。

　

(キャッシュ・フロー)

キャッシュ・フローの概況につきましては「１  業績等の概要  (2) キャッシュ・フローの状況」

をご参照ください。

　

(2) 経営成績の分析

(売上高)

当事業年度の売上高は、2,112,458千円（前年同期比0.4％増）となりました。セグメントごとの概況

につきましては、「１  業績等の概要  (1) 業績」をご参照ください。

　

(営業利益)

売上原価は、製造原価の増加に伴い1,611,567千円（前年同期比0.3％増）となりました。しかしなが

ら、コスト削減に努めた結果、販売費及び一般管理費は440,003千円（前年同期比5.6％減）となり、営

業利益60,888千円（前年同期比99.1％増）を計上しました。

　

(経常利益)

余資をグループ内金融にて運用し、受取利息を得た結果、営業外収支が黒字となり68,019千円の経常

利益（前年同期比92.3％増）となりました。

　

(特別損益)

リース解約損273千円の特別損失の計上があり、税引前当期純利益は、67,745千円（前年同期比

96.3％増）となりました。

　

(当期純利益)

法人税、住民税及び事業税3,780千円並びに法人税等調整額△88千円を計上した結果、当期純利益は

64,054千円（前年同期比125.7％増）となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度に実施した設備投資の総額は13,339千円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、

次のとおりであります。

　

(1) ソリューションサービス事業

当事業年度の主な設備投資は、システム開発のためのコンピュータ及びソフトウェアに総額1,144千円

の投資を実施しました。

　

(2) エンジニアリングサービス事業

当事業年度の主な設備投資は、防災・環境解析分野の計算や解析サービスに使用するコンピュータ及

びソフトウェアを中心とする総額6,454千円の投資を実施しました。

　

(3) 全社共通

当事業年度の主な設備投資は、事務用機器を中心とする総額5,739千円の投資を実施しました。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成24年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 器具備品 合計

本  社
(大阪市北区)

ソリューションサービ

ス及びエンジニアリン

グサービス

統括、開発及び販売 8,188 9,39517,584117( 9)

東京オフィス
(東京都文京区)

ソリューションサービ

ス及びエンジニアリン

グサービス

開発及び販売 8,503 2,13510,63837(―)

合計 16,69211,53028,223154( 9)

(注) １  金額には、消費税等は含まれておりません。

２  従業員数の(  )は、外書きで平均臨時雇用者数を示しております。

３  リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。

名称 リース期間（年） 年間リース料（千円） リース契約残高（千円）

事務用機器 ５ 273 －

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 111,000

計 111,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,584 28,584
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

（注）

計 28,584 28,584 ― ―

(注)  単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月31日
(注)１

△0.7 28,584.0 ― 1,205,491 ― 1,023,029

平成22年５月１日
(注)２

― 28,584△605,491600,000△1,023,029 ―

(注) １  自己株式の消却による減少であります。

２  会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額を減少し、その他資本

剰余金に振り替えたものであります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成24年12月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 2 14 12 1 ― 1,2221,251 ―

所有株式数
(株)

― 150 757 17,667 3 ― 10,00728,584 ―

所有株式数
の割合(％)

― 0.53 2.65 61.81 0.01 ― 35.00100.00 ―

(注) １  自己株式30株は、「個人その他」に30株含まれております。

２  上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が４株含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成24年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

トランス・コスモス株式会社 東京都渋谷区渋谷3-25-18 17,191 60.14

大  橋  俊太郎 京都府京都市西京区 564 1.97

奥  田  昌  孝 東京都渋谷区 560 1.96

応用技術社員持株会 大阪府大阪市北区本庄東1-1-10 489 1.71

平  田      裕 大阪府大阪市阿倍野区 444 1.55

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪府大阪市北区中之島3-3-23 400 1.40

大  浦  明  弘 香川県丸亀市 393 1.37

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川4-12-3 306 1.07

矢  野  公  一 大阪府大阪市都島区 261 0.91

浅  野      勉 岡山県岡山市北区 220 0.77

計 ― 20,828 72.87
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 30

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,554
　

28,554 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 28,584 ― ―

総株主の議決権 ― 28,554 ―

(注)  「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が「株式数」欄に４株、「議決

権の数」欄に４個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
応用技術株式会社

大阪市北区本庄東1-1-10 30 ― 30 0.1

計 ― 30 ― 30 0.1

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

応用技術株式会社(E05282)

有価証券報告書

16/63



　

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 普通株式
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(  ―――  ) ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 30 ─ 30 ─
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題として認識いたしております。長期的に安定した配当

を維持継続しながら、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保していくことを基

本方針にしております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とし、内部留保に留めました。

なお、当社の剰余金の配当の決定機関は取締役会であり、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当

を行うことを基本方針としております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期

決算年月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月 平成24年12月

最高(円) 77,000 46,650 51,700 109,500 72,700

最低(円) 28,500 20,910 20,010 25,000 30,300

(注)  最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日か

ら平成22年10月11日までは大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22年10月12日以降は

大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　
(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 72,700 48,100 40,100 40,000 48,450 45,900

最低(円) 37,250 38,300 36,900 35,750 37,000 38,500

(注)  最高・最低株価は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

― 前  原  夏  樹 昭和32年6月16日生

昭和55年４月 株式会社東洋情報システム(現ＴＩ

Ｓ株式会社)入社

(注)３ ─

昭和59年６月 当社入社

平成４年10月 総務部長

平成７年１月 取締役就任

平成12年11月 管理本部長

平成15年11月 経理部長

平成16年11月 管理部長、企画担当

平成18年１月 管理本部副本部長

平成18年３月 管理本部長

平成20年１月 コーポレート推進本部長（現任）

平成20年３月 常務取締役

平成22年７月 代表取締役社長（現任）

常務取締役
事業企画

担当
船  橋  俊  郎 昭和34年11月17日生

昭和60年９月 当社入社

(注)３ 23

平成16年２月 ＳＩ事業部長

平成16年11月 産業システム事業部長

平成18年１月 執行役員産業システム事業部長

平成20年１月 執行役員産業事業部長

平成22年３月 取締役就任

平成22年７月 常務取締役事業企画担当（現任）

取締役
ソリューショ

ン本部長
岩  越  弘  行 昭和32年６月６日生

昭和63年10月 当社入社

(注)３ 22

平成17年２月 ソリューション事業本部産業シス

テム第１事業部副事業部長

平成19年１月 産業システム事業部副事業部長

平成22年３月 産業事業部長

平成23年１月 ソリューション本部長（現任）

平成24年３月 取締役就任（現任）

取締役
(非常勤)

― 中  尾  敏  明 昭和23年４月30日生

昭和47年４月 住友生命保険相互会社入社

(注)３ ─

平成６年４月 同社東京北営業本部法人職域部長

平成18年４月 スミセイ損害保険株式会社執行役

員大阪営業部長

平成25年３月 当社取締役（現任）

取締役
(非常勤)

― 瀧  浪  壽太郎 昭和16年９月28日生

昭和47年２月 株式会社電通入社

(注)３ ─

昭和50年12月 株式会社電通国際情報サービス出

向

昭和60年６月 同社取締役

平成２年６月 同社常務取締役

平成３年７月 同社に転籍

平成６年６月 同社専務取締役

平成10年６月 同社代表取締役社長

平成18年６月 同社常勤顧問

平成20年10月 トランス・コスモス株式会社顧問

平成21年３月 当社取締役（現任）

平成21年６月 トランス・コスモス株式会社社外

取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
(非常勤)

― 本  田  仁  志 昭和42年４月１日生

平成２年４月 株式会社東芝入社

(注)３ ─

平成17年４月 株式会社アーバンコーポレイショ

ン入社

平成17年10月 株式会社ファーストリテイリング

入社

平成20年８月 トランス・コスモス株式会社入社

執行役員経営企画部長

平成21年４月 同社理事経理財務本部担当兼経営

企画部長

平成21年６月 同社執行役員経理財務本部担当兼

経営企画部長

平成22年３月 当社取締役（現任）

平成24年６月 トランス・コスモス株式会社常務

執行役員ＣＦＯ兼経理財務本部、管

理本部、投資管理部担当兼経営管理

本部長（現任）
　

取締役
(非常勤)

― 内  村  弘  幸 昭和40年８月19日生

平成２年４月 トランス・コスモス株式会社入社

システム開発事業部

(注)３ ─

平成20年４月 同社執行役員ビジネスプロセスア

ウトソーシングサービス総括副総

括兼ビジネスプロセスアウトソー

シングサービス総括事業推進本部

長

平成21年４月 同社理事ビジネスプロセスアウト

ソーシングサービス総括副総括責

任者兼ビジネスプロセスアウト

ソーシングサービス総括事業推進

本部長

平成23年10月 同社理事ビジネスプロセスアウト

ソーシングサービス総括副責任者

兼ビジネスプロセスアウトソーシ

ングサービス総括事業推進本部長

（現任）

平成25年３月 当社取締役（現任）

取締役
(非常勤)

― 荻  野  正  人 昭和40年５月５日生

平成３年４月 日興證券株式会社（現ＳＭＢＣ日

興証券株式会社）入社

(注)３ ─

平成12年９月 トランス・コスモス株式会社入社

平成17年９月 同社事業開発投資本部副本部長兼

投資管理部長兼事業投資部長

平成18年１月 同社事業開発投資本部本部長兼投

資管理部長兼事業投資部長

平成19年７月 同社執行役員事業開発投資本部長

平成21年４月 同社副理事関係会社統括部投資管

理部長

平成22年３月 当社取締役（現任）

平成22年４月 トランス・コスモス株式会社副理

事投資管理部長

平成24年４月 同社副理事事業開発部長

平成24年６月 同社副理事投資管理部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役
(常勤) ― 室  田  忠  久 昭和18年６月13日生

昭和37年４月 塩野義製薬株式会社入社

(注)４ ─

昭和42年７月 丸栄計算センター株式会社入社

昭和60年６月 トランス・コスモス株式会社入社

昭和62年７月 朝日エムケーシー株式会社取締役

平成８年６月 トランス・コスモス株式会社常勤

監査役

平成13年７月 朝日エムケーシー株式会社取締役

平成15年７月 株式会社システムウェイブ顧問

平成16年６月 株式会社マックインターフェイス

監査役

平成17年１月 当社監査役

平成18年３月 当社内部監査室長

平成22年３月 当社監査役（現任）

監査役
(非常勤) ― 平  井  孝  始 昭和34年５月21日生

昭和58年４月 株式会社内田洋行入社

(注)５ ─

平成23年５月 トランス・コスモス株式会社顧問

平成23年11月 同社入社サービス企画本部所属エ

グゼクティブアートディレクター

平成24年10月 同社デジタルマーケティングサー

ビス総括所属（現任）

平成25年３月 当社監査役（現任）

監査役
(非常勤) ― 諏訪原  敦  彦 昭和39年12月９日生

昭和63年４月 大栄教育システム株式会社入社

(注)５ ─

平成４年９月 ＫＰＭＧピート・マーウィック入

社（現ＫＰＭＧ税理士法人）

平成12年７月 トランス・コスモス株式会社入社

平成12年11月 同社経理財務本部関係会社部シニ

アマネージャー

平成16年４月 同社管理統括本部シェアードサー

ビス部長

平成17年１月 当社監査役（現任）

平成21年６月 株式会社Ｊストリーム監査役（現

任）

平成24年９月 トランス・コスモス株式会社経営

管理本部関係会社経営管理統括部

長兼経理財務本部関係会社経理部

長（現任）

計 45

（注）１  取締役 中尾敏明氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２  監査役 平井孝始氏及び諏訪原敦彦氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３  取締役の任期は、平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年12月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。

４  監査役 室田忠久氏の任期は、平成21年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年12月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。

５  監査役 平井孝始氏及び諏訪原敦彦氏の任期は、平成24年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成28

年12月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方並びに企業統治の体制の概要及び当該体制を採

用する理由

企業行動倫理が強く求められるなか、当社は、取締役８名（うち社外取締役１名）から成る取締役

会と監査役３名（うち社外監査役２名）から成る監査役会を軸にして、透明性が高く、公正な経営を

実現することを最優先に取り組んでおります。コーポレート・ガバナンスの充実に関する内外の状

況を踏まえつつ、株主総会の充実、取締役会の改革、監査役の監査機能の強化、情報開示レベルの高度

化に取り組むとともに事業競争力の強化、企業価値の向上に取り組んでおります。

また、「問題解決型企業として社会の情報化に貢献すること」を目標とする当社にとって、法令に

留まらず社会規範に至るすべてのルールを遵守する、よりレベルの高いコンプライアンスを求めら

れているという認識を役職員全員で共有したいと考えます。

なお、現状のガバナンス体制は、経営の透明性、公平性及び経営監視の独立性確保に有効であると

判断しております。

　
① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

当社は、会社の規模を勘案し、監査役制度を採用しており、業務執行及び企業統治の体制、経営監視及

び内部統制の仕組みは、下図のとおりであります。

平成25年３月29日現在
　

当社では、取締役会を毎月１回、執行会議を毎週開催しております。

取締役会は、常勤の取締役が３名、非常勤取締役が５名（うち社外取締役１名）の合計８名の体制と

なっており、会社の運営方針、経営戦略、重要事案等の事項について社外監査役出席のもと審議及び意

思決定を行っております。
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社外監査役２名につきましては、当社の親会社であるトランス・コスモス株式会社の役職者を選任

しております。

執行会議は、取締役会で決定された方針に基づいて、日常業務の重要事案について議論を行っており

ます。なお、執行会議には、常勤の取締役全員が参加し、意思決定の迅速化を図っております。

監査役は、会計監査人と期中・期末で協議を行い、適時、会計面でのアドバイスを受けております。こ

のような会計監査人との協議を通じて、監査役は自ら果たすべき監査業務を遂行しております。

　

② リスク管理体制の整備の状況

当社を取り巻く経営環境は、ますます厳しさを増し、大きく変化していくと予想しており、企業価値

の増大を図るためには、さまざまなリスクを適切に管理することが重要であります。

そこで、新規投資、契約締結、構造改革の推進といった経営戦略上の意思決定に関するリスクについ

ては、関係部門でその分析・対策の検討を行っております。特に重要な案件については、執行会議の場

で充分な審議を行った上で、取締役会にて意思決定を行っております。

　

③ 取締役の定数

当社の取締役は、15名以内とする旨を定款で定めております。

　

④ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めて

おります。

　

⑤ 役員報酬等の内容

(イ) 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(人)基本報酬

ストック
オプション

賞与

取締役
(社外取締役を除く)

36,374 36,374 ― ― 3

監査役
(社外監査役を除く)

4,800 4,800 ― ― 1

社外役員 2,400 2,400 ― ― 1

(ロ) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。役員報酬の

限度額は、平成14年１月28日開催の第18期定時株主総会の決議に基づき、取締役分は年額２億円以

内、監査役分は年額１億円以内であります。
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・責任限定契約に関する事項

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万

円又は法令が定める額のいずれか高い額としております。

　

⑥ 内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、監査役及び監査役会並びに社長直下の内部監査室からな

ります。

内部監査室は２名で構成されており、コーポレート推進本部と連携して内部統制の状況を監査して

おります。これらの活動は定期的に監査役会及び代表取締役に報告されており、必要に応じて監査役よ

り内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言が行われております。

なお、監査役は３名中２名が社外監査役であり、取締役会には全員が出席し、執行会議には常勤監査

役が出席し、取締役の業務執行を監視する役割を担い、公正性、透明性を確保しています。

また、監査役が補助使用人を置くことを求める場合、監査役は、その人数、要件、期間及び理由を書面

によりコーポレート推進本部長に提出することとしており、その求めに対し取締役は以下のとおり対

処することとしております。

(イ) コーポレート推進本部長は、監査役と調整のうえ補助使用人を選任し、可及的速やかに取締役

会に付議し、監査役の求めに応ずることを原則とする。

(ロ) 補助使用人は取締役からの独立性の確保を重視し、原則として、監査役の専属とし、監査役の

職務の補助に対する指揮命令は監査役に帰属させる。

補助使用人の報酬は社内規程に準拠し、人事考課については、監査役と調整のうえ所定の手続きに準

拠しコーポレート推進本部長が決定することとしております。また、予め定めた期間中に人事異動が必

要となった場合は、監査役と調整のうえ、前述の手続きに準拠することとしております。

　

⑦ 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

社長直下の内部監査室による内部監査を必要に応じ監査役の独立性を損なわない範囲内で適宜監査

役と相互連携しながら実施し、効率的な部門間牽制及び内部監査を行っております。

また、監査役は会計監査人及び内部監査室と会計監査に関する状況について意見交換及び情報交換

を行うことにより、相互連携の強化を図りながら、効率的な監査を実施しております。

　

⑧ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要

当社は、当社の親会社であるトランス・コスモス株式会社の企業集団の一員として、企業グループ全

体の業務の適正を確保することが重要であるとの基本認識をコンプライアンスの基礎に置いているた

め、同社の役職者２名を社外監査役として選任しております。なお、社外監査役である古原広行氏（平

成25年３月29日辞任）及び諏訪原敦彦氏並びに平井孝始氏（平成25年３月29日就任）と当社の間に人

的関係はありません。

また、当社はトランス・コスモス株式会社と営業取引がありますが、各社外監査役が直接利害関係を

有するものではありません。
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社外監査役は、監査役会等を通じ各監査役と意見交換等を行いながら、上記⑦に記載のとおり、内部

監査室等との相互連携の強化を図っており、また、毎月開催される取締役会に出席し、取締役の職務遂

行を監査しております。

社外取締役は、毎月開催される取締役会に出席し、業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場か

ら議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

なお、社外取締役である湯川英一氏（平成25年３月29日退任）及び中尾敏明氏（平成25年３月29日

就任）と当社の間には人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　
⑨ 社外取締役及び社外監査役の独立性に関する考え方

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性についての特段の定めはありませんが、

専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督又は監査といった機能及び役割が期待され、一般株主と

利益相反が生じるおそれのないことを基本的な考え方として、選任しております。

なお、社外取締役湯川英一氏（平成25年３月29日退任）及び中尾敏明氏（平成25年３月29日就任）

は、当社と利害関係を有せず、一般株主と利益相反取引行為の生じるおそれがないと判断されるため、

独立役員に指定しております。

　
⑩ 業務を執行した公認会計士の氏名、所属監査法人名及び監査勤続年数、補助者の構成

　

氏    名 所    属 連続して監査関連業務を行った会計期間

岡村  健司 新日本有限責任監査法人 ――――――――

西野  尚弥 新日本有限責任監査法人 ――――――――

１  継続監査年数については、７年以内であるため、記載を省略しております。

２  同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与するこ

とのないよう措置をとっております。

３  上記に加え、その補助者として公認会計士８名、その他８名の計16名が会計監査業務に携わっており

ます。

　
⑪ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項及びその理由

(イ) 剰余金の配当等の決定機関

当社は、機動的な資本政策及び配当政策を図るため、自己の株式の取得、剰余金の配当等を取締役

会決議により行うことができる旨を定款に定めております。

　
(ロ) 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり期待される役割を十分発揮できるよう、会

社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及

び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議に

よって免除することができる旨を定款に定めております。

　
⑫ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主

総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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⑬ 株式の保有状況

(イ) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         ２銘柄

貸借対照表計上額の合計額    9,442千円

　

(ロ) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

タカラスタンダード(株) 12,698 7,390円滑な取引関係の維持と強化

　

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

タカラスタンダード(株) 15,102 9,242円滑な取引関係の維持と強化

　

(ハ) 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　
(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

21,000 ― 12,000 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案して適切に決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１  財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に

基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成24年１月１日から平成24年12

月31日まで)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

　

３  連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。

　

４  財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公

益財団法人財務会計基準機構へ加入し、監査法人等が主催する各種研修会への参加及び専門書の定期購読

を行っております。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 687,498 723,915

受取手形 ※1
 14,078

※1
 5,832

売掛金 199,545 296,386

商品 770 251

仕掛品 ※2
 334,684

※2
 308,731

貯蔵品 1,459 1,997

前払費用 67,589 68,253

その他 6,029 5,008

貸倒引当金 △2,994 △2,892

流動資産合計 1,308,662 1,407,484

固定資産

有形固定資産

建物 44,509 44,509

減価償却累計額 △25,776 △27,816

建物（純額） 18,733 16,692

工具、器具及び備品 71,834 82,328

減価償却累計額 △63,015 △70,797

工具、器具及び備品（純額） 8,819 11,530

有形固定資産合計 27,552 28,223

無形固定資産

ソフトウエア 9,065 7,239

電話加入権 1,907 1,907

無形固定資産合計 10,972 9,146

投資その他の資産

投資有価証券 7,590 9,442

従業員に対する長期貸付金 54 13

破産更生債権等 14,416 13,319

長期前払費用 － 171

差入保証金 62,372 62,289

その他 3,837 2,400

貸倒引当金 △18,253 △15,719

投資その他の資産合計 70,017 71,916

固定資産合計 108,541 109,286

資産合計 1,417,204 1,516,771
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年12月31日)

当事業年度
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 67,212 103,562

未払金 34,950 37,452

未払費用 30,090 28,287

未払法人税等 6,697 7,129

前受金 105,862 103,529

預り金 28,576 27,785

未払消費税等 5,120 10,105

賞与引当金 16,181 15,217

受注損失引当金 ※2
 19,922

※2
 16,952

その他 3,798 3,398

流動負債合計 318,411 353,420

固定負債

長期未払金 2,732 2,732

繰延税金負債 2,346 2,361

資産除去債務 10,264 10,475

固定負債合計 15,344 15,570

負債合計 333,755 368,990

純資産の部

株主資本

資本金 600,000 600,000

資本剰余金

その他資本剰余金 391,755 391,755

資本剰余金合計 391,755 391,755

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 94,816 158,870

利益剰余金合計 94,816 158,870

自己株式 △3,033 △3,033

株主資本合計 1,083,538 1,147,592

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △89 188

評価・換算差額等合計 △89 188

純資産合計 1,083,448 1,147,780

負債純資産合計 1,417,204 1,516,771
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高

製品売上高 1,784,307 1,800,791

商品売上高 319,412 311,667

売上高合計 2,103,719 2,112,458

売上原価

商品期首たな卸高 20,880 770

当期製品製造原価 1,337,117 1,351,194

当期商品仕入高 249,675 259,853

合計 1,607,673 1,611,818

商品期末たな卸高 770 251

売上原価合計 ※1
 1,606,903

※1
 1,611,567

売上総利益 496,816 500,891

販売費及び一般管理費

役員報酬 33,000 43,574

給料及び手当 195,670 164,655

賞与 33,632 30,557

賞与引当金繰入額 3,795 3,402

福利厚生費 40,862 39,802

旅費及び交通費 18,355 17,201

減価償却費 3,310 3,715

租税公課 8,532 8,974

賃借料 28,274 17,975

通信費 10,890 11,157

支払報酬 30,187 25,957

その他 59,717 73,028

販売費及び一般管理費合計 466,228 440,003

営業利益 30,588 60,888

営業外収益

受取利息 4,264 4,056

受取配当金 343 291

貸倒引当金戻入額 － 2,635

その他 176 146

営業外収益合計 4,783 7,131

営業外費用

為替差損 2 －

営業外費用合計 2 －

経常利益 35,369 68,019

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,455 －

特別利益合計 2,455 －
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

特別損失

リース解約損 － 273

固定資産除却損 － 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,321 －

特別損失合計 3,321 273

税引前当期純利益 34,502 67,745

法人税、住民税及び事業税 3,780 3,780

法人税等調整額 2,346 △88

法人税等合計 6,126 3,691

当期純利益 28,376 64,054
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ  労務費 　 869,705 63.3 808,354 60.8

Ⅱ  経費 ※１ 504,443 36.7 521,142 39.2

当期総製造費用 　 1,374,148100.0 1,329,496100.0

仕掛品期首たな卸高 　 301,132　 334,684　

合計 　 1,675,281　 1,664,180　

仕掛品期末たな卸高 　 334,684　 308,731　

他勘定振替高 ※２ 3,479　 4,254　

当期製品製造原価 　 1,337,117　 1,351,194　

　 　 　 　 　 　
　

　
(注) ※１  主な内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

外注加工費(千円) 311,897 334,991

減価償却費(千円) 8,300 10,778

　
※２  他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

保守費(千円) 2,514 3,604

その他(千円) 964 650

　

(原価計算の方法)

プロジェクト別に個別原価計算を行っております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 600,000 600,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 600,000 600,000

資本剰余金

その他資本剰余金

当期首残高 391,755 391,755

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 391,755 391,755

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 66,439 94,816

当期変動額

当期純利益 28,376 64,054

当期変動額合計 28,376 64,054

当期末残高 94,816 158,870

自己株式

当期首残高 △3,033 △3,033

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △3,033 △3,033

株主資本合計

当期首残高 1,055,162 1,083,538

当期変動額

当期純利益 28,376 64,054

当期変動額合計 28,376 64,054

当期末残高 1,083,538 1,147,592

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △395 △89

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

305 277

当期変動額合計 305 277

当期末残高 △89 188
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

純資産合計

当期首残高 1,054,766 1,083,448

当期変動額

当期純利益 28,376 64,054

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 305 277

当期変動額合計 28,681 64,332

当期末残高 1,083,448 1,147,780
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当事業年度
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 34,502 67,745

減価償却費 11,610 14,494

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,455 △2,635

賞与引当金の増減額（△は減少） 136 △964

受取利息及び受取配当金 △4,607 △4,348

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,321 －

売上債権の増減額（△は増加） △5,875 △88,595

たな卸資産の増減額（△は増加） △13,584 25,935

仕入債務の増減額（△は減少） △21,896 36,350

未払消費税等の増減額（△は減少） △24,250 4,985

その他 △29,898 2,066

小計 △52,996 55,032

利息及び配当金の受取額 4,407 4,348

法人税等の支払額 △5,161 △3,750

営業活動によるキャッシュ・フロー △53,750 55,630

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,661 △10,881

無形固定資産の取得による支出 △2,161 △7,221

投資有価証券の取得による支出 △1,331 △1,470

投資有価証券の清算による収入 700 －

貸付金の回収による収入 97 40

差入保証金の差入による支出 △236 △370

差入保証金の回収による収入 1,992 453

その他 1,200 237

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,399 △19,212

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △63,150 36,417

現金及び現金同等物の期首残高 750,648 687,498

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 687,498

※1
 723,915
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【重要な会計方針】

１  有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法に基づき算定)

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

　
２  たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品及び仕掛品

個別法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 貯蔵品

総平均法に基づく原価法

　
３  固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物            10～18年

器具備品        ２～15年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

市場販売目的のソフトウェア

見込有効期間(３年)における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存有効期間(３年以

内)に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上しております。

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以

前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。
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４  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

　
５  引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3) 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において、将来の損失が見込まれ、かつ、当該

損失額を合理的に見積もることができるものについて、翌事業年度以降の損失見込額を計上しており

ます。

　
６  収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウエアに係る収益及び費用の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注契約については工事進行基準

（進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の受注契約については工事完成基準(検収基準)を適用して

おります。

　
７  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する短期投資からなっております。

　
８  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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【表示方法の変更】

(損益計算書関係)

前事業年度において独立掲記していた「販売費及び一般管理費」の「リース料」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「販売費及び一般管理費」の「リース料」に表示してい

た2,514千円は、「その他」として組み替えております。

　

【追加情報】

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１  期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

受取手形 840千円 787千円

　

※２  仕掛品及び受注損失引当金の表示

損失が見込まれる受注制作のソフトウェア等に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで

表示しております。

受注損失引当金に対応する仕掛品の額

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

仕掛品 18,287千円 15,962千円

　

(損益計算書関係)

※１  売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

前事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年３月31日)

19,922千円 16,952千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 28,584 ─ ─ 28,584

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 30 ─ ─ 30

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

　

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 28,584 ─ ─ 28,584

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 30 ─ ─ 30

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

該当事項はありません。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

現金及び預金勘定 687,498千円 723,915千円

現金及び現金同等物 687,498千円 723,915千円

　
(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

なお、当事業年度中にリース契約を中途解約したため期末残高はありません。

　

１  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：千円)

　

前事業年度
(平成23年12月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 5,087 4,663 423

　

２  未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

１年内 453 ―

１年超 ― ―

合計 453 ―

　

３  支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

支払リース料 3,086 273

リース資産減損勘定の
取崩額

593 ―

減価償却費相当額 2,831 254

支払利息相当額 56 2
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４  減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

５  利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　

(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

資金運用については、短期的な預金等に限定しており、余剰資金は安全性の高い金融資産で運用

しております。

なお、デリバティブ取引は、行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券である株式は、主に業務に関連する企業の株式であります。これらは市場価格の変

動リスク、投資先の信用リスクに晒されておりますが、定期的に時価や投資先企業の財務諸表等を

把握し、適正に評価の見直しを行うとともに、投資価値の回収に努めております。

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　

２  金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。((注)２参照)。

前事業年度(平成23年12月31日)

　 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

(1)  現金及び預金 687,498 687,498 ─

(2)  受取手形 14,078 14,078 ─

(3)  売掛金 199,545 199,545 ─

(4)  投資有価証券　 　 　

      その他有価証券 7,390 7,390 ―

        資  産  計 908,512 908,512 ─

(1)  買掛金 67,212 67,212 ─

        負  債  計 67,212 67,212 ─
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当事業年度(平成24年12月31日)

　 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

(1)  現金及び預金 723,915 723,915 ─

(2)  受取手形 5,832 5,832 ─

(3)  売掛金 296,386 296,386 ─

(4)  投資有価証券　 　 　

      その他有価証券 9,242 9,242 ─

        資  産  計 1,035,378 1,035,378 ─

(1)  買掛金 103,562 103,562 ─

        負  債  計 103,562 103,562 ─

(注) １  金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 売掛金

これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券

時価については、取引所の価格によっております。

負債

(1) 買掛金

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。
　

２  非上場株式(貸借対照表計上額200千円)を投資有価証券として保有しておりますが、これらは

市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるた

め、金融商品の時価等に関する事項には含めておりません。
　

３  金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度(平成23年12月31日)

　
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 687,408 ― ― ―

受取手形 14,078 ― ― ―

売掛金 199,545 ― ― ―

合計 901,032 ― ― ―
　

当事業年度(平成24年12月31日)

　
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

預金 723,870 ― ― ―

受取手形 5,832 ― ― ―

売掛金 296,386 ― ― ―

合計 1,026,089 ― ― ―

　

４  有利子負債の決算日後の返済予定額

    該当事項はありません。
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(有価証券関係)

その他有価証券

前事業年度(平成23年12月31日)

区分 貸借対照表計上額(千円)
取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 7,390 7,480 △89

合計 7,390 7,480 △89

　

当事業年度(平成24年12月31日)

区分 貸借対照表計上額(千円)
取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 9,242 8,950 292

合計 9,242 8,950 292

　

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

１  採用している退職給付制度の概要

当社は、平成23年7月より確定拠出型年金制度を採用しております。

 

２  退職給付費用に関する事項

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

確定拠出年金に係る拠出額(千円) 9,624 17,931

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

応用技術株式会社(E05282)

有価証券報告書

44/63



　

(税効果会計関係)

  １  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

繰延税金資産 　 　

  賞与引当金 6,574千円 5,776千円

  未払事業税 1,185千円 1,271千円

  貸倒引当金 7,712千円 6,692千円

  仕掛品評価損 12,078千円 6,049千円

  固定資産減損損失 4,744千円 2,544千円

  ソフトウエア 195千円 9,885千円

  繰越欠損金 322,288千円 54,047千円

  受注損失引当金 8,094千円 6,435千円

  資産除去債務 3,653千円 3,728千円

  その他 3,471千円 18,992千円

  繰延税金資産小計 369,998千円 115,422千円

  評価性引当額 △369,998千円 115,422千円

  繰延税金資産合計 ―千円 ―千円

　 　 　

繰延税金負債 　 　

資産除去債務に対応する
除去費用

2,346千円 2,257千円

その他有価証券評価差額金 ― 104千円

  繰延税金負債計 2,346千円 2,361千円

  繰延税金負債の純額 2,346千円 2,361千円

　

  ２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

法定実効税率 40.63％ 40.63％

  (調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入
されない項目

1.78％ 1.04％

住民税均等割 10.96％ 5.58％

税率変更による影響 26.51％ ―

評価性引当額 △62.12％ △41.80％

税効果会計適用後の法人税率の
負担率

17.76％ 5.45％
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  ３  法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

(前事業年度)

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部

を改正する法律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するた

めに必要な財源の確保に関する特別措置法」(平成23年法律第117号)が公布され、平成24年４月１日以

降開始する事業年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとな

ります。

平成24年12月31日まで                  40.63％

平成25年１月１日から平成27年12月31日  37.96％

平成28年１月１日以降                  35.59％

この税率の変更により繰延税金負債及び当事業年度に費用計上された法人税等調整額の金額が301

千円減少しております。

　

(当事業年度)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

各事業所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

物件毎に使用見込期間を見積り、対応する国債の利回りで割り引いて、資産除去債務の金額を計

算しております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

期首残高(注) 10,058千円 10,264千円

時の経過による調整額 205千円 210千円

期末残高 10,264千円 10,475千円

　

(注) 前事業年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３

月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20

年３月31日)を適用したことによる残高であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業部門を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「ソリューションサービス

事業」と「エンジニアリングサービス事業」の２つを報告セグメントとしております。

「ソリューションサービス事業」は、ＣＡＤ、ＧＩＳ、ＰＤＭなど、自社開発又は他社販売のパッケージな

どをカスタマイズし、顧客の問題解決に最適なシステムの構築を行っております。

「エンジニアリングサービス事業」は、データ解析・数値シミュレーション技術をベースに、主に環境分

野を対象にした計算や解析サービスを行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一でありま

す。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
調整額
(注１)

財務諸表
計上額
(注２)ソリューション

サービス事業
エンジニアリング
サービス事業

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,069,365 1,034,3542,103,719 ― 2,103,719

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,069,365 1,034,3542,103,719 ― 2,103,719

セグメント利益 201,594 65,420267,015△236,42630,588

セグメント資産 281,527 325,501607,029810,1751,417,204

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 3,663 4,950 8,613 2,997 11,610

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,935 9,446 12,381 10,319 22,701

(注) １  調整額は、以下の通りであります。

(1) セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社費用であり、主に本社管理部門の一般管理費

であります。

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に現金及び預金、投資

有価証券、差入保証金であります。

(3) 減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社資産の設備投資額

であります。

２  セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
調整額
(注１)

財務諸表
計上額
(注２)ソリューション

サービス事業
エンジニアリング
サービス事業

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 1,203,747 908,7112,112,458 ― 2,112,458

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,203,747 908,7112,112,458 ― 2,112,458

セグメント利益 171,035 124,853295,889△235,00060,888

セグメント資産 369,216 301,542670,758846,0121,516,771

その他の項目 　 　 　 　 　

減価償却費 3,729 7,592 11,322 3,171 14,494

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,144 6,454 7,599 5,739 13,339

(注) １  調整額は、以下の通りであります。

(1) セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社費用であり、主に本社管理部門の一般管理費

であります。

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に現金及び預金、投資

有価証券、差入保証金であります。

(3) 減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社資産の減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない全社資産の設備投資額

であります。

２  セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載事項はあり

ません。

　

当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載事項はあり

ません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１  関連当事者との取引

財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子

会社等

前事業年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
の子会
社

ティーシーアイ・
ビジネス・サービ
ス株式会社

東京都
渋谷区

100

トランス・コス
モス株式会社グ
ループ企業に対
するシェアード
サービス事業

なし
余資運用
役員の兼任

資金の預け入れ
資金の払い戻し
利息の受取
（注1）

2,350,000
2,350,000
4,261

─
─
─

─
─
─

(注) １  資金の預け入れについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２  上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　

当事業年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日)

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
の子会
社

ティーシーアイ・
ビジネス・サービ
ス株式会社

東京都
渋谷区

100

トランス・コス
モス株式会社グ
ループ企業に対
するシェアード
サービス事業

なし
余資運用
役員の兼任

資金の預け入れ
資金の払い戻し
利息の受取
（注1）

2,250,000
2,250,000
4,053

─
─
─

─
─
─

(注) １  資金の預け入れについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２  上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

　

２  親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

トランス・コスモス株式会社（東京証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり純資産額 37,943円85銭 40,196円85銭

１株当たり当期純利益金額 993円78銭 2,243円27銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前事業年度

(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当事業年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

当期純利益 28,376千円 64,054千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 28,376千円 64,054千円

普通株式の期中平均株式数 28,554株 28,554株

　
３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前事業年度

(平成23年12月31日)
当事業年度

(平成24年12月31日)

純資産の部の合計額 1,083,448千円 1,147,780千円

純資産の部の合計額から控除する金額 ― ―

普通株式に係る期末の純資産額 1,083,448千円 1,147,780千円

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

28,554株 28,554株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資
有価
証券

その他
有価証券

タカラスタンダード株式会社 15,102 9,242

財形住宅金融株式会社 1 200

計 15,103 9,442

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 44,509 ― ― 44,509 27,8162,040 16,692

器具備品 71,83410,881 388 82,328 70,7978,169 11,530

有形固定資産計 116,34310,881 388 126,837 98,61410,210 28,223

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウェア 64,5362,4571,325 65,668 58,4284,283 7,239

電話加入権 1,907 ― ― 1,907 ― ― 1,907

無形固定資産計 66,4432,4571,325 67,575 58,4284,283 9,146

長期前払費用 ― 565 282 282 111 111 171

　

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

該当事項はありません。

　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 21,247 ― ― 2,635 18,611

賞与引当金 16,181 15,217 16,181 ― 15,217

受注損失引当金 19,922 16,952 19,922 ― 16,952

(注)  貸倒引当金の当期減少額(その他)の内訳は、下記の通りであります。

個別の引当対象となった債権が回収できたことによる戻入額 2,533千円

一般債権の洗替による戻入額 102千円

　

【資産除去債務明細表】

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ  資産の部

イ  現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 45

預金の種類 　

当座預金 680,226

普通預金 43,426

別段預金 216

計 723,870

合計 723,915

　

ロ  受取手形

１  相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

タカラスタンダード株式会社 5,832

合計 5,832

　

２  期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成25年１月満期 1,575

平成25年２月満期 1,785

平成25年３月満期 787

平成25年４月満期 735

平成25年５月満期 950

合計 5,832
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ハ  売掛金

１  相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

三井住友ファイナンス＆リース株式会社 53,487

古野電気株式会社 42,630

株式会社かんでんエンジニアリング 25,808

パナホーム株式会社 20,808

住友セメントシステム開発株式会社 19,950

その他 133,702

合計 296,386

　

２  売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

当期首残高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

199,545 2,218,0462,121,205 296,386 87.74 40.9

(注)  当期発生高には、消費税等が含まれております。

　

ニ  商品

　

区分 金額(千円)

ソフトウェア 251

合計 251

　

ホ  仕掛品

　

区分 金額(千円)

ソリューションサービス事業 103,612

エンジニアリングサービス事業 205,119

合計 308,731
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ヘ  貯蔵品

　

区分 金額(千円)

収入印紙他 1,997

合計 1,997

　

ト  前払費用

　

区分 金額(千円)

保守料 46,616

人件費 7,092

家賃 5,376

その他 9,167

合計 68,253

　

ｂ  負債の部

イ  買掛金

　

相手先 金額(千円)

株式会社大塚商会 10,023

オートデスク株式会社 6,540

遼寧工程技術大学工程環境研究所 5,700

ＳＣＳＫ株式会社 5,380

株式会社エイトレッド 4,933

その他 70,983

合計 103,562

　

ロ  前受金

　

区分 金額(千円)

保守料 34,277

ソフトウェア開発 他 69,251

合計 103,529
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(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

　

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高 (千円) 696,758 1,176,661 1,565,319 2,112,458

税引前四半期(当期)
純利益金額

(千円) 87,611 86,760 48,157 67,745

四半期(当期)純利益
金額

(千円) 86,712 84,915 45,389 64,054

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

　 3,036円80銭 2,973円84銭 1,589円60銭 2,243円27銭

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額又は
１株当たり
四半期純損失金額（△）

　 3,036円80銭 △62円95銭 △1,384円25銭 653円67銭
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 期末配当の基準日12月31日、中間配当の基準日6月30日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り 　

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
  http://www.apptec.co.jp/

株主に対する特典 なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)

有価証券報告書及び
その添付書類並びに
有価証券報告書の確
認書

事業年度
(第29期)

自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日

　
平成24年３月29日
近畿財務局長に提出

　

(2)
内部統制報告書及び
その添付書類

事業年度
(第29期)

自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日

　
平成24年３月29日
近畿財務局長に提出

　

(3)
四半期報告書及び四
半期報告書の確認書

第30期
第１四半期

自  平成24年１月１日
至  平成24年３月31日

　
平成24年５月14日
近畿財務局長に提出

　

　 　
第30期
第２四半期

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

　
平成24年８月13日
近畿財務局長に提出

　

　 　
第30期
第３四半期

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

　
平成24年11月12日
近畿財務局長に提出

　

(4）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第９号の２（株主総会にお
ける議決権行使の結果）の規定に基づ
く臨時報告書

　 平成24年３月30日
近畿財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成25年３月29日

応用技術株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    岡    村    健    司    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    西    野    尚    弥    ㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている応用技術株式会社の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの第30期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、

その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、応用技術株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、応用技術株式会社

の平成24年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、応用技術株式会社が平成24年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(※)１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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